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（単位：千円）

増 減 率

△ 2.7% 

4.4% 

2.0% 

0.1% 

企 業 会 計 34,260,035 33,592,120 667,915 

総 計 255,842,228 255,594,475 247,753 

一 般 会 計 139,315,132 143,186,865 △ 3,871,733 

特 別 会 計 82,267,061 78,815,490 3,451,571 

※「２月定例会補正」欄の (　) の数字は、債務負担行為補正の金額

前 年 同 期 対 比 表

会 計 別
４ 年 ６ 月 定 例 会
（ 先 議 分 ）

３ 年 ６ 月 定 例 会 　増　△　減　

総 計
(0)

254,397,096 1,445,132 255,842,228

企 業 会 計 合 計
(0)

34,260,035 0 34,260,035

企
業
会
計

水 道 事 業 会 計
12,646,517 -                   12,646,517

20,544,876 -                   20,544,876

農業集落排水事業会計
1,068,642

下 水 道 事 業 会 計

-                   1,068,642

特 別 会 計 合 計
(0)

82,267,061 0 82,267,061

後期高齢者医療事業会計
4,233,088 -                   4,233,088

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

介 護 保 険 事 業 会 計
31,542,823 -                   31,542,823

母子父子寡婦福祉資金
貸 付 事 業 会 計 57,299 -                   57,299

国民健康保険事業会計
30,556,491 -                   30,556,491

学 校 給 食 費 会 計
1,370,852 -                   1,370,852

病 院 事 業 債 管 理 会 計
11,132,545 -                   11,132,545

廃 棄 物 発 電 会 計
179,183 -                   179,183

大 森 山 動 物 園 会 計
540,233 -                   540,233

公設地方卸売市場会計
405,702 -                   405,702

中 央 卸 売 市 場 会 計
78,054 -                   78,054

市 営 墓 地 会 計
61,678 -                   61,678

市 有 林 会 計
249,924 -                   249,924

1,445,132 139,315,132

土 地 区 画 整 理 会 計
1,859,189 -                   1,859,189

令和４年６月定例会補正予算（先議分）

会 計 別 現 計 予 算
６ 月 定 例 会 補 正
（ 先 議 分 ）

補 正 後 予 算

一 般 会 計
137,870,000
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補正予算資料

今回の補正予算は、国の原油価格・物価高騰等総合緊急対策関連事業および新型コロナ

ウイルス感染症対策関連事業により編成した。

（単位：千円）

１ 国の原油価格・物価高騰等総合緊急対策関連事業

(1) 新 住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業（福祉保健部） 237,281

市県民税非課税世帯等を支援するため、１世帯当たり10万円の給付金

を給付する。

・支給対象 次のいずれかに該当する世帯

①令和４年６月１日に市内に住所を有し、新たに令和４年度市県民

税が非課税となった世帯

②令和４年６月１日に市内に住所を有し、令和３年度市県民税が非

課税の世帯のうち、給付金を未受給の世帯

③家計が急変し、①又は②と同様の事情にあると認められる世帯

(2) 新 子育て世帯生活支援特別給付金給付事業（子ども未来部） 299,642

子育て世帯の生活を支援するため、児童１人当たり５万円の給付金を

給付する。

①ひとり親世帯分 174,097千円

・支給対象 令和４年４月分の児童扶養手当受給者、家計急変により

収入が児童扶養手当の対象となる水準となった者等

②その他世帯分 125,545千円

・支給対象 令和４年４月分の児童手当又は特別児童扶養手当の受給

者で令和４年度市県民税が非課税である者等

２ 新型コロナウイルス感染症対策関連事業

(1) 新型コロナウイルス感染症対策事業（保健所） 379,101

感染者の増加に対応するため、相談窓口や行政検査等の費用を増額す

るとともに、感染者への聞き取り調査や自宅療養者への電話サポート等

について業務委託する。

(2) 新型コロナウイルスワクチン接種事業（保健所） 529,108

４回目のワクチン接種の実施に必要となる経費として、接種券の印刷

・発送、接種会場の運営、医療機関での個別接種費用等を増額する。


